
企業等の取組を支援する方策について

第４章

第Ⅱ編　水害対策に取り組む！
～企業等の取組事例及び支援する方策～
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社会経済の壊滅的な被害を回避する

1. 防災意識社会への転換

　平成 28 年に発生した数多くの災害の教訓を踏まえ、行政・住民・企業の全ての主体が災害リスクに関する知識と
心構えを共有し、洪水・地震・土砂災害等の様々な災害に備える「防災意識社会」へ転換し、整備効果の高いハード
対策と住民目線のソフト対策を総動員する。
　水災害に対しては、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、社会全体で洪水に備える「水防
災意識社会再構築ビジョン」を示し、これに基づく取組を国管理河川から進めている。
　さらに、「水防災意識社会再構築ビジョン」の取組を県管理河川に拡大することを平成 28 年 8 月に決め、北海道・
東北地方を襲った一連の台風による被害も踏まえ、県管理河川における取組を加速化することとしている。
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社会経済の壊滅的な被害を回避する

２. 社会経済の壊滅的な被害の回避～ ｢社会経済被害の最小化｣ の実現～

■ 概要
　大規模水害による社会経済の壊滅的な被害を回避し、「社会経済被害の最小化」を実現するため、ハード・ソフト
一体となった防災・減災対策を、省の総力を挙げて進める。

■ 三大都市圏の壊滅的被害回避に係る計画の公表
　東京・名古屋・大阪において、地方整備局が中心となり、企業等と連携して、停電や鉄道の不通など浸水区域外に
も及ぶ被害想定や対策計画を策定。

■ 取組内容
　排水機場の耐水化や企業等の BCP 策定の推進など、ハード ･ ソフト一体となった防災 ･ 減災対策を進める。

　【対策例：排水機場の耐水化、水門の機能向上】
・浸水時にも継続して排水ポンプの運転が可能となるよう施設を耐水化。
・氾濫水の排水が可能となるよう水門を機能向上。
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社会経済の壊滅的な被害を回避する

3. 地下街等の避難確保・浸水防止計画の作成支援

■ 概要
　地下街等の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止を図るため、水防法では地下街等の所有者又は管理
者は避難確保・浸水防止計画を作成すること、さらに連続する地下街等では、計画を作成する地下街は、あらかじめ
連続する先の施設の管理者の意見を聴くように努めることとしている。
　避難確保・浸水防止計画の作成を支援するため、国土交通省では「地下街等に係る避難確保・浸水防止計画作成の
手引き」や「地下街等浸水時避難計画等策定支援システム」を作成し公表している。また、連続する地下街などでは、
避難誘導や浸水防止の活動等において各施設が連携して対応を図ることが重要であることから、関係者が参加する協
議会の設置を促すとともに、大きな地下街においては、地方整備局も協議会に参画し、計画作成支援等を行っている。

○地下街等浸水時避難計画等策定支援システム
　地下街などの管理者または所有者による避難確保・浸水防止計画作成の支援として、主に単純な構造の商業施設、
ビル等の管理者等に利用してもらうことを想定し、「地下街等浸水時避難計画策定の手引（案）（平成 16 年 5 月）」を
もとに、地下街等において想定される浸水状況によって避難困難になる時間や避難行動に要する時間を算出して避難
安全性を簡便に確認できるシステムを公表している。　
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4. 地下街等への止水板設置の促進

■ 概要
　止水板等の浸水防止用設備の整備を促進するため、整備に係る税制特例措置の創設や、また、設備を現地に適用す
るための指針を示した「地下街等における浸水防止用設備整備のガイドライン」を公表している。

○浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置
　国又は都道府県により指定された洪水、雨水出水、高潮浸水想定区域内にある地下街等の所有者又は管理者が、水
防法の浸水防止計画に基づき取得する浸水防止用設備（防止板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）について、
最初の５年間、課税標準を１／２～５／６の範囲内で市町村の条例で定める割合とする特例措置を創設している。

○地下街等における浸水防止用設備整備のガイドライン
　地下街のほか、地下鉄の駅やデパートの地下売り場など、従業員以外の不特定多数の者が利用する地下空間におい
て、浸水の防止または避難時間の確保に有効な浸水防止用設備を現地に適用するための指針として公表している。
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社会経済の壊滅的な被害を回避する　

５. 地下街・地下鉄及び接続ビル等への止水板設置の促進

■ 概要（現状、課題）
　全国各地で頻発する局地的な大雨よる浸水被害に対応するため、平成 27 年度に水防法等の一部を改正し、ハード・
ソフト両面からの対策を推進している。
　内水（水防法に規定する雨水出水）等により、相当な損害が生じるおそれのある地下街、地下鉄及び接続ビル等（不
特定多数が利用する地下空間）への浸水を防止するため、地下街等の施設の出入り口に止水板等を設置することによ
り、内水等の浸入を防ぐ必要がある。

■ 地下街等の施設の出入り口への止水板設置のイメージ

■ 今後の取組み
　主要なターミナル駅周辺等の都市機能が集積した地区や浸水想定区域内における浸水防止計画を作成した地下街等
に対し、止水板等の浸水防止のための設備の整備を支援する。
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6. 地下街等の防災対策の支援

■ 概要（現状、課題）
　地下街は、全国の拠点駅周辺に８０箇所存在し、利用者が日１０万人以上となる地下街も多数存在。
大規模な地震や水害等の発生時には、地下街において、地上への出入口や階段等に人々が殺到することによる混乱、
転倒・負傷等の事態が生じる懸念。

■ 施策内容
○地下街の安心避難対策ガイドライン（平成２６年４月）

　地下街が有する交通施設としての都市機能を継続的に確保していくために必要な耐震対策等地下施設の整備・
更新にあたって必要な考え方を技術的な助言として示す。

○地下街防災推進事業（平成２６年度～）
　地下街管理者等 * に対して、天井板等の地下街設備の安全点検や、防災対策のための計画策定、計画に基づく
避難通路、浸水対策、地下街設備の改修等を支援。

* ターミナル駅等地下街が連担している地域における、複数の地下街や関連する地下通路管理者、地方公共団体等
で構成される協議会も補助対象。

■ 今後の取組み
・引き続き、地下街の安心避難対策ガイドラインを活用し、地下街管理者等による防災対策を支援。
・防災対策のための計画に基づく取組に着手した地下街の割合を 100%（平成 30 年度末）にすることを目指す。
　（「国土強靱化アクションプラン 2017」の重要業績指標）
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７. 地下駅における浸水対策

■ 概要（現状、課題）
　三大都市圏をはじめとして、大都市圏では地下駅等の地下空間が数多く存在し、河川の氾濫や津波等が発生すれば
深刻な浸水被害が懸念される。 地下駅等地下空間は閉鎖的で地上に比べ浸水のスピードが速く、地下空間への浸水
開始後、避難に係る時間の猶予が少ないことから、浸水そのものを防止する取組を行うことが大変重要である。
　このため、各地方公共団体が定めるハザードマップ等により浸水被害が想定される地下駅等（出入口及びトンネル
等）について補助制度を活用し、止水板や防水ゲート等の浸水対策を推進する。

■ 地下駅等の浸水被害

■ 今後の取組み
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８. 港湾の堤外地における高潮リスク低減方策の検討

■ 概要（現状、課題）
　我が国の港湾においては、海岸保全施設より海側のいわゆる堤外地に、
物流機能が集中し、様々な企業が立地している。
　特に、我が国の経済活動の中枢である三大湾においては、港湾地域の 8
割以上が堤外地であることから、高潮による浸水により、我が国全体の物流・
生産活動が大きく停滞する可能性がある。
　そのため、堤外地に立地する企業やそこで活動する人々の人命を守るた
め、フェーズ別高潮対応計画等、堤外地の防災対策について検討を行う。

■ 港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策の検討
【主な取組内容】

・平成 28 年度から開催している「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会」での議論を踏まえ、
港湾管理者や民間企業といった各主体の対策や連携のあり方を検討する際の参考資料として「港湾の堤外地
等における高潮リスク低減方策ガイドライン」を作成する。

・ガイドラインに基づき、各港ごとに「フェーズ別高潮対応計画」を作成するとともに、各港で作成する港湾
BCP への位置づけについて検討を行う。

・従業員の避難場所の確保への措置や高潮による社会経済活動への影響の最小化のための官民連携方策のあり方
について検討を行う。

・堤外地に立地する企業への防災情報の提供・伝達のあり方について検討を行う。
【フェーズ別高潮対応計画のイメージ】

■ 今後の取組み
・引き続き、委員会を開催し、平成 29 年度中に「フェーズ別高潮対応計画」の策定方法等について、「港湾の堤

外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」としてとりまとめる。
・検討委員会のもと、三大湾において WG を開催し、関係機関や企業等と議論を行い、官民連携方策や防災情

報の提供・伝達のあり方について検討を行う。
・ガイドラインに基づき、我が国の港湾で、関係者の連携による高潮対策を進めることで、港湾物流や企業活動

の継続を図る。
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９. 我が国の防災技術（ICT・ロボット）を結集した災害対応力向上

■ 概要（現状、課題）
　防災に役立つ技術開発は日進月歩であるが､ より効果的で迅速な災害対応を実現するため､ 防災機関が優れた防災
技術（ICT・ロボット等）を活用できるよう､ 所在情報､ 調達情報､ 技術情報､ 災害協定締結等の必要な情報を提供
する社会インフラ用ロボット情報一元化システムの構築を行う｡
　平常時より､ 災害用ロボット開発者（シーズ）と国土交通省や自治体等（ニーズ）との意見交換等を行い､ より災
害ニーズにマッチした技術開発の促進を行うとともに､ 災害協定締結を促進する｡

■ 今後の取組み
 平成 28 年度中にシステムを試作。平成 29 年度より試行的な運用を開始し、それを踏まえた継続的な改良を行い、
平成 31 年度より本格的な運用を実施。
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10. 洪水危険度の見える化を図る技術の開発

■ 概要
　洪水時に、河川水位と堤防高、堤内地盤高等の関係を表示し、氾濫の切迫度をリアルタイムで把握することができ
る水位情報システムを開発する。

■ 氾濫の切迫度を把握することができる水位情報システム
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11. 多機関連携型タイムラインを活用した訓練や検証・改善の実施

■ 取組概要
　国、地方公共団体、公益事業者、企業等の主体的行動及び連携により災害対応力を強化するため、多数の関係者が
参加した多機関連携型タイムラインを検討。
　現在、全国の計 22 地域において、先行的な取組を実施中。
　荒川下流域では、自治体、鉄道、電力、通信、福祉施設など 20 機関、37 部局もの多数の関係者が参加し策定した「荒
川下流タイムライン（試行版）」を運用中。また、平成 29 年度より、浸水想定区域内の全市区を構成員に加えた拡大
試行版を作成し運用中。

■ 荒川下流域の事例
主要検討テーマと行動例
◇広域避難

・市町村：自治体間の調整
・鉄道事業者：運行調整と運行状況の共有
・電力事業者：電力供給・停電の調整　等

◇高齢者等の避難
・福祉施設等：受け入れ施設の事前調整、移送支援者・経路確保の調整

◇道路交通・鉄道交通の対応
・鉄道事業者：運行停止に向けた準備、商業施設・地下街利用者の避難誘導
・道路管理者：鉄道の停止等との連携　等

■ 今後の取組み
・各地域において、試行版等を策定、運用し、適宜、協議会等でフォローアップを実施。
・大規模水害による被害を最小化するため、鉄道事業者、福祉施設、警察、消防等多数の関係者が参加した太期

間連携型タイムラインを活用した訓練や、検証・改善を実施。
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12.Twitter を活用した被災状況等の推定による災害対応の強化

■ 概要
　Twitter を活用して浸水・土砂災害の兆候や発生地域を推定し、情報が不足しがちな災害対応初動時の情報収集を
充実させることにより、災害対応の強化を図る。

■ Twitter 活用のイメージ
　特に情報が不足しがちな災害対応初動時において、浸水・土砂災害の兆候や発生地域に関する推定情報を集約して、
リエゾンや TEC-FORCE 派遣等による自治体支援等、様々な判断に活用する。

●ツイート情報から、浸水・土砂災害の兆候や発生地域を推定し、地図上に表示。

●推定した浸水・土砂災害の兆候や発生地域を、DiMAPS ※により災害対応関係者で共有。

■ 今後の取組み
　平成 28 年度以降、Twitter を活用した浸水・土砂災害の兆候や発生地域を推定する仕組みを構築するとともに、
得られた情報を災害対応関係者と共有するなど、試行導入等を経て災害対応へ順次導入。
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13. 水防災意識社会 再構築ビジョンの展開～地域の生産拠点を保全・創出する都市浸水対策～

■ 概要
　「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく取組を中小河川へ拡げるとともに、命を守る観点に加え、地域経済を
支える観点も明確にし、地域の実情に沿った多様な関係者間の密接な連携・協力体制の構築を推進する。

現状
　「水防災意識社会 再構築ビジョン」として、直轄河川（109 水系）とその沿川等市町村（807 市町村）において、
河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会を設置し、平成 32 年度目途にハード・ソフト対策を一体的な取組
を推進中。

→課題
 ・地域経済を支える観点を追加 
 ・大規模氾濫に加え、ゲリラ豪雨等の発生頻度の高い浸水への備えを充実
 ・住民の防災意識を喚起する取組等を、直轄河川以外にも拡大

■ 今後の取組み
　現在進めている協議会の取組内容を拡充し、地域で一体的・計画的に浸水対策に取り組む。

地域経済を支える浸水対策
・協議会において、地域経済を支える生産拠点等の水害リスク（過去の浸水被害実績等）を共有。
・浸水により地域経済に大きな影響を及ぼすと見込まれる地域では、重点的に浸水対策を推進。
　生産拠点等を守るための浸水対策を関係者で共有し、一体となって推進。
ex.) 堤防整備、排水、自衛水防等

出典：関東・東北豪雨　鳴瀬川支川吉田川（平成 27 年 9 月）

生産拠点の浸水のイメージ
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中小河川への取組拡大（多様な関係者間のより密接な連携・協力体制の構築）
・県管理区間や二級河川にも取組を拡大。
・地域の実情に応じて、ゲリラ豪雨による内水被害等、より発生頻度の高い浸水を検討対象に追加。
・予算の重点配分や交付金の拡充等により、県管理河川や市町村の取組を支援し、ハザードマップ作成等、住民の
避難を促す取組等を強化。

・協議会の取組の実効性、継続性を確保するため、平成 29 年 6 月施行の改正水防法において、大規模氾濫減災協議
会制度を創設。

【参考】

協議会開催状況
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